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前章で述べた よ うに、近年 の様 々な社会 的変化 に伴 い、情報通信 に対す る利用者 のニーズ もマ

ル チメデ ィア化等、 多様 な変化 を遂 げてい る。 マルチ メデ ィア時代 に向 けた研究開発 に求められ

るのは、 こうした多様化す る利 用者 ニー ズに的確 かつ迅速 に応 えるこ とで あ り、マルチメデ ィア

時代 に向 けた研究 開発 のさ らな る推進 によ り実現 され る高度で 多様 なサ ー ビスは21世 紀の高劇青

報通信社会 の構築 に資す るもの と期待 され る。

そこで、本章で はマルチ メデ ィア関連分野 にお いて各企業 が積極 的 に展開 す る研究 開発や標準

化の動 向及び これ ら研 究開発 をめ ぐる企 業間で の提携 等 につ いて概観 す る とともに、研究開発分

野 にお ける我が国情報通信産業 の国際競争力 を分析 し、 その課題 を明 らか にす る。

策1節 マルチメディア時代に向けた研究開発の動向

マルチ メデ ィア時代 に向 けて、情報通信産業 の各企業 は、様 々な研 究開発 を行 ってい る。各企

業の取 り組 みは、新 たなマルチ メデ ィアサ ー ビス開発 に向 けた システム コンセプ ト作 り、 マノレチ

メデ ィアを支 える基盤技術 や要 素技術 の開発、 さ らには個 々の技 術 を統 合 して新 た なビジネスを

開拓 しよ うとい う試み に発展 して いる。 そ うした一方で 、新 た なマルチ メデ ィアサー ビスの実現

に向 けて異業種 間の協 力が必要 とな るこ と、近年研究 開発 に多額 の費用が必要 となるこ と、さら

には市場 で大 きなシェアを占め る企 業の製品 の仕様が事実上 の標準(デ ファク トスタ ンダ ー ド)

とな る傾 向があ るこ と等の理 由か ら、研究開発や標 準化 をめ ぐ り、様 々な企 業間で の提携 や資本

参加等 が行 われてい る。

ここで は・マルチ メデ ィア時代 の新 た なサ ー ビスの実現 に向 けて
、 各企業 が積極 的 に推進する

研究開発の動向 を・マルチメデ ィアを支 える代表 的 なシステム ・技 術 の中か ら
、主 に通信 ・放送

分野 と関 わ りが深 い もの につ いて取 り上 げ概観 す る。

昭 「礎 ・396



第1節 マル チ メデ ィア時代 に向 けた研究 開発 の動 向 ・

1ネ ッ トワーク技術

1)ATM技 術

ATM(AsynchronousTransferMode)は 、21世 紀の マルチ メデ ィア時 代 に向 けて、 音声 ・

テキス ト・データ ・画像 ・映 像等の 多様 な情 報 を一元的 に多重 ・交換 ・伝送で きる方式で あ り、

広帯域ISDNの 中核 とな る技術で あ る。ATMは 、高速 交換 が可能 な回線交換 の利点(送 受す

る情報 をセル と呼 ばれ る固定長のデー タブ ロックで扱 うた め、網 内のプ ロ トコル処理が簡素化で

き、高速通信への対応 が可能)と 、回線帯域 を効率 よ く利 用 可能 なパ ケ ッ ト交換の利 点(送 出情

報がある場合だ け有効 セルを送 るこ とで、効率的 に回線帯域 を利用す るこ とが可能)を 兼ね備 え

た転送方式であ る。

当初ATMは 、1988年 にCCITT(現ITU-T)に お いて広帯域ISDNの 基盤技 術 とし

て採用された。最近で は、LANの 分野での利 用が先行 してお り、公衆網 、私設網、私設網 一公

衆網間にわた るシーム レスな通信方式 として期 待 されて いる。

我が国で は、従来 よ り交換機 を手掛 けて きた企業 によ り通信事業者、 ケーブル テ レビ事業者 向

けの大規模 なATM交 換機 が開発 され、米国市場で の納 入実績 をあ げている。 また、米国が最 も

硅んで いると言 われ るATM-LANの 開発 に積極的 に取 り組 む 日本企業 もあ り、既 に製品 を発

表した もの もあ る。 また、ATM関 連 の実験 につ いては、関西文化学術研究都市 にお け る広帯域

ISDN実 用化実験 、通信事業者 によるマル チ メデ ィア共同利 用実験等 が行 われてい る。 また、

商用ATMサ ー ビスは、1995年 以降 に開始 され る予 定で あ る。

米国では、主 にLAN間 を接続 す るバ ックボー ン としての利 用か らATMの 製品化が始 ま り、

992年 にATMフ ォー ラム(後 述)でUNI(UserNetworkInterface)の 実装標準 が策定 され

でのを機 に、1993年 以降ATMハ ブ等のATM-LAN関 連製品が相次 いで発表 されてい る。 こ

兇に関 しては、ATMス イッチ を開発す る企 業 を中心 とした企業 間の技 術提携 をべ 一 スに製品化

)灘 め られ、い くっかの企業 グル ープが形成 されてい る。 また、商用ATMサ ー ビスにつ いては、

993年 以降米国の通信事業者数社 によ りPVC(PermanentVirtuaIChannel)サ ー ビスが提 供

きれてい る。

2)伝 送技術

伝送技術 の うち光 ファイバ を伝送媒体 とす る光 ファイバ伝送方式 は、大容量 の情報 を長距離 に

ったって、経済 的 に高品質 に伝送で きる方式で あ り、ATM技 術 と同様 に広帯域ISDNの 中核

二なる技術で あ る。光 ファイバ伝送技術 の発展 は、伝送路 で あ る光 ファイバ と発光源で あ るレー

ドの2つ の分野 の技術 の進展が寄与 してい る。1970年 代 に低損失 の光 ファイバ、室温 ・連続 発振

)レーザが実現 された こ とか ら、急速 に光 ファイバ伝送方式の実用化が進 んだ。

従来、光 ファイバ通信 は、高速 ・大容量で、 中継距 離が長 く取 れ るな どの特 長 を持 つ こ とか じ,
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中継系通信網 に用 い られて きたが、近 年の ネ ッ トワー クのマルチ メデ ィア化へ の対応 のニーズか

ら、加 入者網への適 用の実現 に向 け、研究開発、実験等 が精 力的 に行 われて い る。

よ り高速 ・大 容量 を目的 とした中継系の伝送技術 として は、 ギガ ビ ッ ト、 テラビ ッ ト級の容量

を目指 し、通信事業者 及び メーカー等 において時分割 多重(TDM)伝 送技術、 光周波数分割多

重(FDM)伝 送技術等 が研究 されてい る。波長 多重 によ る光伝送 実験 で は、米 国の通信事業者

による80Gb/s-137kmや 日本の メー カー に よる160Gb/s-150kmの 光伝送 実験 の成功 が報告さ

れて い る。また、1995年1月 には 日本 の通信事業者 によ り80Gb/s-500kmの 光 ソ リ トン伝送実験

の成功 も報告 されてい る。

加入者系 の光化 につ いて は、現在の電話 を中心 とす る狭帯域サ ー ビスや今後 の広帯域サービス

の提供 に柔軟 に対応 した経済的 なネ ッ トワー クを構 築す るこ とが課題 とな る。 この観 点か ら各国

にお いて、光加入者伝送 方式 や加 入者系光装置 の検 討、実験等 が行 われ てい る。

我 が国 においては、7年 度 か ら新 た に加 入者系光 ファイバ網整 備 に係 る支援措置 が開始 される

が、これ に先立 ち、関西文化学術研 究都 市 にお け る新世代通信 網パ イ ロッ トモデル事業 において、

通信 と放送 を統合 した試行サ ー ビスを行 い、利用面、制度面、 コス ト面 、技 術面等 の課題 を探る

ための実験 が行 われてい る。 ここで は、通信 系1.3μm、 放送系1.5μmの 光波 長分 割多重(WDM)

伝送方式 を用いた システムが採 用 されてい る。

また、米国 にお ける加入者系 の光化 は、既存 のケーブル テ レビの設備普 及率が90%と 高 いこと

もあって、現在の ところ既 設の設備 に光 ファイバ を組 み合 わせ た光 ・同軸 ハ イブ リッ ドシステム

を用 い る方式 に移行 しつつあ る。我が国 において も、近年新規 ケーブル テ レビ事業者 を中心 に光

・同軸ノ・イブ リッ ドシステムの導 入が進 んで いる。光 ・同軸ハ イブ リッ ドシステムは同軸部分に

お いて も従来 よ り広 い帯域 を確保 す るこ とが可能 とな り、 ケーブル テ レビの多チ ャンネル化が容

易 とな る。 さ らに、光化 の初期 の段階 を想定 し、米 国の事業者 によ り既存 のメタ リックケーブル

を その まま利用 して、1.5Mb/s程 度 まで のデ ジタル信 号 を伝 送 す るHDSL(High-bit-rate

DigitalSubscriberline)、ADSL(AsymetricalDigitalSubscriberline)技 術 の検討 も進 めら

れてい る。

2デ ジ タル技術

(1)画 像 符号化技術

画像 ・映 像の情報量 は きわ めて膨大で あ るた め、ネ ッ トワー ク上 の伝送 や蓄積 を考 えた場合、

デー タ量 を后縮 す る画像 符号化技術 は不可 欠で あ る。 なお、各種 の画像 符号化方式 の比較 を第3

-3一 ユー!表 に示 す
。

マルチ メデ ィアの よ うなメデ ィア統 合 を目指 すサー ビスを考 えた場合、 画像 符号化技術 は、通
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信/放 送/コ ンピュー タ等の異 な る分野で共通 に利用で きるため、通信関連 の国際標準 を策 定す

るITU、 コンピュー タ関連の国際標準 を策 定す るISO及 び国際 電気標準会議(IEC)が 共

同で標準化 を推進 してい る。

様々な画質 に対応可能 なMPEG-2の 標準化 は、1994年11月 にMPEG(後 述)の シンガポ

ール会合で国際標準 とな り、1995年2月 にはITU-Tに お いて勧告案 が採択 された。この符号

化方式は、MPEG-1に 比 べて対応商 品が多 く、特 にデ コーダは テレビ、パ ソコン、ゲー ム機

等様々な分野 に応用で き、大 きな市場 が見込 まれ るこ とか ら、 多 くの企業がMPEG-2用 復号

化LSIの 開発 に取 り組 んで い る。各企業 が開発す るMPEG-2用 復号化LSIは 、MPEG

-2の11種 の仕様 の うち、通信/放 送/コ ンピュー タ等 の異 な る分野で共通 に使 える機能 を持 つ

MP@ML(MainProfileatMainLevel)に 対応す る ものがほ とん どであ る。

携帯i青報機器 の動 画像 に対応 す る超 低速 ビ ッ トレー トのMPEG-4の 標準化 も1998年 を 目

処に行われ る予 定 となってい る。

日本企業 は、MPEGの 標準化 に積極 的 に関与 して きた こ ともあ り、多 くの企 業がMPEG-

2用 復号化LSIの 開発 に取 り組 んで お り、 ケーブルテ レビ関連機 器 メーカーヘサ ンプル出荷 す

る企業や、量産化 に成功 した企業 も見受 け られ る。

第3-3-1-1表 各種画像符号化方式の比較

MPEG-! H.262/MPEG-2 H26L/MPEG-4

標準化時期 1993年8月 1995年(予 定) 審議 中

対 象

ビ ットレート

～1 .5Mb/s ～100Mb/s 10Kb/s

対象 と して

いる画質

家 庭用VTRの 品質 広 範 囲 な画 質 を カバ ー

(現 行 テ レビ、HDTV映 像)

対象分野 CD-ROMを 用 い た蓄積 ・

再 生

(CDカ ラオ ケ、CDビ デ オ)

通信、分配、蓄積 、検索

な どに共通 で汎用 的符

号化

ビデ オ メー ル 、

マ ルチ メデ ィア移 動 体

通 信

2)デ ジタル放送技術

デ ジタル放送方式 は、①映 像、音声、デー タの他、 ソフ トウェ ア等 の高度 な情報 を統 合化 し柔

次な編成が可能 になるな ど高機能化が図 られ る、②一 定の伝送帯域幅で よ り多 くのチ ャンネノレの

渋定がで きる、③通信 ネ ッ トワー クのデ ジタル化の進 展 によ りそれ らとの接続 が容易 とな るな ど

D様 々な利点 を有 し、放送 システムに大 きな変革 を もた らす もの として 日米欧 各国で研究開発が

テわれている。
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米国で は、FCCに お いて次世代 テ レビ(ATV:AdvancedTelevision)の 規格化が行われ

て いる。当初 は、複数の規格案が提案 され ていたが、1993年2月 にデ ジタル方式 によ る4方 式に

選 考対象が絞 り込 まれた。1993年5月 には これ らの提案者 らによ り 「グ ラン ド ・ア ライアンス」

が結成 され、デ ジタル方式 に よるHDTVの 規格統 一 が行 われた(グ ラン ド ・ア ライアンス方

式)。 また、米国で は、ATVの 実用化 にさ きが けて1994年 か ら衛星 デ ジタル放送が行 われている。

欧州で は、任意団体 のEP-DVB(EuropeanProjectforDigitalVideoBroadcasting)に

て、地上放送、衛星 放送 及びCATVの デ ジタル方式 の規格案 が検 討 され、欧州 電気通信標準化

機構(ETSI)に て規格化 の手続 きが行 われ るこ とになって い る。

我 が国で は、6年6月 か ら電気通信技術 審議会 にお いて、地上 放送 、衛星 放送及 びCATVの

デ ジタル放送方式の検討 が行 われてい る。 この うちCSに よる衛星 デ ジタル放送及 びデ ジタノレC

ATV放 送 につ いては、7年3月 に放送方式の機 能及 び性 能 の実証 実験 に使 用す るための暫定方

式 が とりま とめ られ、実証実験 が開始 され てい る。 また、郵政 省通信総 合研 究所、NHK、 民間

放送事業者、通信事業者、 メー カー等 によ りデ ジタル圧縮技 術、デ ジタル変調技 術等 の要素技術

が開発 されてい る。 また、BTAが 新 放送 システム特 別部会 を設置 し、 また、 ケーブル テレビの

デ ジタノレ伝送方式 につ いては、 ケーブノレテレビ協議 会技 術委員会 がデ ジタル伝 送技 術専門部会を

設置 し、 それぞれ次世代 のデ ジタル放送 に関す る調査 研究 を実施 して い る。

3ソ フ トウェア技術

(1)通 信 ソフ トウェア

電子 メール、電子掲 示板 をは じめ とす る情報通信 ネ ッ トワー クを利用 した非 同期(蓄 積)型 の

メッセー ジ交換 は、従 来利 用 されて きた電話 や テレビ といった同期(即 時)型 メデ ィアにはない、

①利 用者 が望 む時 に利 用が可能、②時差が あ る時 に有 効、③ 文章や写真等 の伝送 に有効 などの特

長 を持つ こ とか ら、新 た なコ ミュニケー シ ョン手段 として普 及が進 んで い る。 今後 さ らに非同期

型 メッセー ジ交換 の普 及が進 む につ れて、電話 や テレビな どの同期 型 メデ ィアを補完 し、ネ ット

ワー クを通 じた人脈形成 や社会活動 といった新 た なインパ ク トを社会 に与 え る もの と考 え られて

い る。

最近 、急成 長 してい るパ ソコン通信や イン ターネ ッ トで は各種 のGUIを 採 用 し操作性 を向上

した通信 ソフ トウェアが製晶化 されてい る。 また、画像 ・音声 を含 めたマルチ メデ ィアに対応す

る通信 ソフ トウェアの開発の取 り組み も行 われて い る。

ここで は、次U七代の通信 ソフ トウェアの開 発 を手掛 け る米国の あ るベ ンチ ャー企 業の動向に注

目す る・ 同社 は、 マル チ メデ ィア通信の ための端末 ～ネ ッ トワー クを含 めた統一 プ ラッ トフオー

ムを実現 す る技術 として、携 帯情報機 器 に搭載可能 な通信 アプ リケー シ ョンのプ ラッ トフォーム
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を提供 す る基 本 ソ フ トウェ ア と通 信 アプ リケー シ ョン用 プ ログ ラ ミング 言語 を開 発 して い る。 こ

の基本 ソフ トウェ ア がサ ポ ー トす る電 子 メー ル は、操 伶1生が 良 く、 セ キ ュ リテ ィが 充 実 し、 イ ラ

ス ト等の送 付 が 簡 単で あ り、 また、 この プ ログ ラ ミン グ 言語 はエ ー ジェ ン ト機 能 を備 えて い る。

また、 メー カー 、通 信 事 業 者 と もに通 信 ソフ トウェ ア分 野 にお いて デ フ ァ ク トスタ ンダ ー ドがで

きるこ とで メ リ ッ トを受 け る と と もに、 これ らは携 帯情 報機 器 のOSの 主流 を担 っ て い くもの と

考えられ るこ とか ら、 同 社 に対 して は内 外 の 多 くの企 業 が 出 資 を行 い、 提携 を結 んで い る。

この基 本 ソ フ トウ ェ ア を採 用 した最 初 の 製 品 は、同社 に出資 す る 日本 の メー カ ー が1994年11月

に米国市場 に送 り出 した携 帯情 報 機 器 で あ る。 また、 同 社 に出 資 す る米 国 の メー カー もこの基 本

ソフ トウェ アを搭 載 した携 帯情 報 機 器 を発表 して い る。 さ らに、 パ ー ソナル コン ピ ュー タへ の搭

載 も予定 され て い る。

また、 この エ ー ジ ェ ン ト機 能 をサ ポ ー トす るネ ッ トワー クサ ー ビ ス は、同 社 に出 資 す る米 国 の

通信事業者 が1994年9月 よ りサ ー ビ ス を開 始 して い る。現 在 は ネ ッ トワー ク側 で 代 行 受信 した 電

子メール の うち不要 な もの をふ るい落 とす サ ー ビ ス等 の提 供 だ けで あ るが、 今 後 サ ー ビ ス を拡 張

し、電子 シ ョ ッピ ングサ ー ビ ス等 を行 う予 定 で あ る。 また、 同 社 に出資 す る 日本 の 通信 事 業 者 も

今後 日本語 版 工 一 ジェ ン ト通 信 サ ー ビ ス を行 う予 定で あ り、本 サ ー ビ ス実施 に先 立 ち7年3月 よ

りモニター参 加 に よ るエ ー ジェ ン ト通 信 の サ ー ビ ス実 験 を開 始 して い る。

2>マ ル チメ デ ィアOS

マルチ メデ ィア が社 会 へ普 及 す るにつ れ、 ネ ッ トワー クを活 用 した様 々なサ ー ビ スが登 場 す る

もの と予想 され 、 それ ら高度 なサ ー ビ スを受 け る とと もに音 声 ・画 像 ・映 像 を始 め とす る様 々 な

情報 を入手 し、加 工 す るた めの情 報 通信 端 末 と して のパ ー ソナ ル コ ン ピュー タが求 め られ て い る。

そこで、 マル チ メデ ィア デ ー タ の扱 いや 、 外 部機 器等 の制 御 が 行 え るよ うに した マル チ メデ ィア

OSが 開発 され て い る。 マ ル チ メデ ィアOSで は、動 画 、 静 止 画 、 音 声 な どの フ ォー マ ッ ト等 が

漂準化 され るた め、 ユ ーザ ー は、映 像 、 音 声 の編 集 を簡 単 に行 う こ とが で き る、 ネ ッ トワー ク を

趙じて映 像 、 音 声情 報 の や りと りがで き る とい っ た利 点 が あ る。

この よ うなマ ル チ メ デ ィアOSの 開 発 に お い て、パ ー ソナ ル コ ン ピュー タのOS市 場 で 主導 権

を握 る米 国 の 各企 業 が 中心 的 な役 割 を果 た して お り、1991年 か ら1992年 にか け て相 次 いで パ ソ コ

ン用 のマル チ メデ ィアOSが 発表 さ れ た。 また、1994年 か ら1995年 にか けて 各社 が 発表 す るマル

チメデ ィアOSは 、 ネ ッ トワー ク機 能 が 強 化 さ れ て い る。 具 体 的 には、TCP/IP等 の プ ロ ト

コルが実 装 され た り
、 イン ター ネ ッ トへ の ア クセ スが 簡 単 にで き る よ う に必 要 ソフ トウェ ア が標

隼装備 され た り して い る。
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一 鰯 第3章 マルチ メディア時代に向けた研究開発の展開

4ハ ー ドウェァ技術

(1)ビ デ オサ ーバ

ビデ オサ ーバ は、汎用のデー タサーバ をべ 一 スに した映 像用 のサ ーバ で、映 像制作 のための編

集 ・特殊効果等 の分野で導 入 された り、 ビデオ ・オ ン ・デ マン ドを始 め とす る映 像配信用の分野

で導 入 された りしてい る。 ビデオサ ーバ には数十 台の ク ライアン ト(利 用者)に 対応す る企業 ・

公共 向 けの システムか ら、数千 を超 えるクライア ン トに対応 す る事業者 向 けの ビデ オ ・オン ・デ

マ ン ド用 システム といったバ リエー シ ョンが あ り、 それ ぞれ各企業 にお いて研 究開発、製品化が

進 め られてい る。

映 像 をは じめ とす る様 々な情報 をデ ジタル化 し、 そのデ ータ を分散 して蓄積 し、複数の利用者

の要求 に応 じて映 像i青報等 をクライアン トの もとに伝 送す る機 能 をビデオサーバ が持 っている点

を考慮 す る と、 その製品化 に必要 な技術 は、映像 や放送 に関連 す る技術 よ りオ ン ライン ・データ

ベー ス技術 に近 い。 また、近年 の コンピュータの高性 能化 やダ ウンサ イ ジング化 によ り、 コンピ

ュータ メーカー に とっ ては自社 が ラインア ップす るワー クステー シ ョンや汎用機 を使 ったビデォ

サーバ の製品化 が可能 となった.こ れ らを背景 に、 ビデ オサ ーバ の開発 は ソフ トウェア会社、コ

ンピュー タメーカー を中心 に進 んで い る。

米国で は、1994年 後 半か ら1995年 にか けて米国各地で始 まるビデオ ・オ ン ・デ マ ン ドやホーム

・ショッピング等 の試行サー ビスに向 けて
、 コンピュー タメー カー各社 が開発 したビデオサーバ

が、 ケーブル テ レビ事業者、通信事業者 に納 入 され てい る。

また、従来 スーパー コンピュータや大 型汎用 コンピュー タを製造 して きたメーカー も、大型コ

ンピュー タ機器 にビデオサーバ 用プ ラッ トフォー ム としての需要が期待で きるた め、 ビデ オサー

バ の開発 に取 り組 んで いる。

また、 ソフ トウェア会社で は、大規模 ビデ オサ ーバ 用 システム ・ソフ トウェア を開発 し、スー

パー コンピュータに移植 してい る。 さ らに、パー ソナル コンピュータ を組み合 わせて ビデオサー

バ を構成 す るシステム ・ソフ トウェアの開発 も行 われてい る
。

日本企業 において製品化 され ている小規模 ビデ オ ・オン ・デ マ ン ド用の ビデ オサーバ は、米国

企業 の開発す るビデ オサ ーバ ソフ トを搭載 す る例 が 多い。 また、 自社 が ラインア ップす るワーク

ステー シ ョンをべ 一 スにビデオサ ーバ を開発す るメー カー もあ る
。

(2)セ ッ ト・トップ ・ボ ックス

も ともとセ ッ ト・トップ ・ボ ックスは、 ケーブル テレビ事業者が視聴者 を特 定 し番組の盗聴を

防 ぐた めの装置 として登場 した もので、 テ レビの上 に設置す るこ とか らこ う呼ばれ てい る。既存

のセ ッ ト●トップ ・ボ ックスは、 ケーブル テ レビや衛星 放送 サー ビスを受 ける際 に、 テ レビ受像

機 に不足 す る機 能(例 えば、 スクランブル解除機 能等)を 受 け持 つ。
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マノレチ メデ ィア時 代 に向 けた次 世 代 セ ッ ト ・ トップ ・ボ ッ クス は、 ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ドな

どの双方 向サ ー ビ ス、 さ らには ホ ー ム ・シ ョッ ピン グや ゲー ム配信 等 の サ ー ビ ス に対 応 す る機 能

を備 え、家 庭 で の マ ル チ メデ ィアサ ー ビ スに は不 可 欠 な端 末 で あ る。

次世代 セ ッ ト ・トップ ・ボ ッ ク ス にお い て は、ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ドを対 象 に して考 え る と、

デジタル動 画 の圧縮 ・伸 長 、大 量 デ ー タ の伝 送 、 双 方 向 通 信等 の技 術 が必 要 で あ り、 これ は コ ン

ピュータの製 品 化 に必要 な技 術 と似 て い る。 また、 セ ッ ト ・トップ ・ボ ッ ク スが マル チ メデ ィ ア

時代の"家 庭 の基 本 的 な端 末"と して位 置 付 け られ、 セ ッ ト ・トップ ・ボ ッ クス市場 を押 さ え る

ことで、 家庭 に入 る情 報 機 器、 映 像 機 器 な ど他 の市 場 で も主導 権 を握 る こ とが で き る との期 待 か

ら、 これ まで ケー ブ ル テ レ ビ関連 機 器 メ ー カ ー の独壇 場 で あ った セ ッ ト ・トップ ・ボ ック ス市 場

に、 コンピュー タ メー カ ー 、家 電 メ ー カ ー等 が続 々 と参 入 して い る。

米国で は、 ケー ブ ル テ レ ビ関連 機 器 メ ー カー が 開 発 す るセ ッ ト ・ トップ ・ボ ック スが、 双 方 向

サー ビスの実験 用 の端 末 として ケ ー ブ ル テ レビ会 社 に納 入 され るな ど実績 が作 られ て い る。また、

米国の企業 が 開 発 した セ ッ ト ・ トップ ・ボ ッ クス用 のOSは 、 異 な るアー キ テ クチ ャ の マ イ ク ロ

プ ロセ ッサ に対 応 し、 い ろ いろ な ア プ リケ ー シ ョン開 発環 境 に対 応 す る とい う特 長 が あ り、機 器

メーカー等 にラ イセ ン ス供 与 され て い る。 また、 ビデ オサ ーバ の開 発 を手掛 け る企 業 との連 携 に

よ り、 セ ッ ト ・トップ ・ボ ック ス市 場 へ の参 入 を表 明 して い る コン ピュー タ メー カ ー もあ る。

日本で は、米 国企 業 よ りセ ッ ト ・ トップ ・ボ ック ス用 のOSの 供 与 を受 けて、 製 品 の開 発 を行

って いるケー スが 多 い。 また、 米 国 の コン ピ ュー タ メー カ ー との提 携 に よ り、 ゲ'一ム機 をべ 一 ス

にセ ッ ト・ トップ ・ボ ッ ク ス市 場 に参 入 を図 る 日本 の家 電 メー カー の 動 き もあ る。

また最 近 で は、 セ ッ ト ・ トップ ・ボ ック ス市場 の制 覇 を 目指 して 日米 の大 手 メー カー に よ る共

司開発の動 き も表 面 化 し、 セ ッ ト ・ トップ ・ボ ック ス をめ ぐ る開 発 競 争 は ます ます激 し くな る こ

とが予想 され る。 そ う した一 方 で 、 国 際 的 な標 準 作 りを 目指 す 民 間 団体 のDAVIC(後 述)が 、

セッ ト ・トップ ・ボ ッ クス を含 め た ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ドシ ステ ムの標 準 を作 ろ う と活動 を始

めて いる。

3)携 帯情 報 機 器

携帯 情報 機 器 は、 常 に携 帯 で き る大 きさ(小 型 ・軽 量)で 、個 人の スケ ジュ ー ル や電 話帳 を管

型(PIM機 能)し 、 いつ で も どこで もコ ミュニ ケー シ ョン(通 信機 能)で きる とい っ た特 長 を

有し、将 来 的 に は さ らに多 くの 人 に普 及 す る情 報 ツー ル にな る と考 え られ て い る。

この よ うに、携 帯情 報 機 器 は将 来 大 き な市 場 を築 く との予 測 か ら、 日米 の 各企 業 に よ り携 帯 情

1艮機 器 の開 発 が 行 わ れ て い る(第3-3-1-2図 参 照)
。 各企 業 は、携 帯情 報 機 器 の 製 品化 にあ

こっては、様 々 な コ ンセ プ トに よ りア プ ロー チ を行 っ て い る。具 体 的 に は、パ ー ソナ ル な情 報 機

昏として電 子 手帳 の機 能 か らの アプ ロー チ、 電子 手帳 とパ ソ コンの機 能 を融 合 す るアプ ロー チ 、
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通信機 能 を最 重要視 したアプ ローチで あ る。

第3-3-1-2図 携帯情報機器市場 の予測

(全 階 界 台 数)
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鋸銘
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関 連
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脇 碁

携帯情

報機器
500Q万 台

ll({瀦
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関辿

2000万 台)

1993年

シ ャ ー フ資 判 に よ り作 成

2000臼 三

既 に 日米 の市場 において、 い くつかの製品が登場 してい るが、 日米 とも大 きな市場 を形成する

には至って いない。 そこで、携 帯情報機 器市場 をさ らに拡大 す るた めに、誰 もが簡単 に利用でき

るようにコ ミュニケー ション機 能 を強化 した製晶 の出荷 も始 まっ てい る。その筆 頭 にあが るのが・

r通信 ソフ トウェア」技術で述べ た、米国 のあ るベ ンチ ャー企業 が提 案す るシステム ・ソフ トウ

ェアを使 った製 品群で あ る。 これ らは、 「パ ー ソナル ・コ ミュニケー タ」としての新 たな方向1生を

拓 くもの と期 待 されて い る。 また、 日本 の大手企業2社 の技術提携 によ るパ ソコン通信サー ビス

へのア クセ ス機 能 を強 化 した携帯情報機器 も発表 されて いる。
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第1節 マル チ メデ ィア時代 に向 けた研究開 発の動 向..一一一.・..

第2節 麟騨翻難霧雛灘

これまで通信分野で は、 おおむね公的標 準化機 関 によ り標準化 が行 われて きた.し か し、 マル

チメディア時代 に向 けて、 デ ファク トスタンダー ド化が活 発 になるな ど標準化 を取 り巻 く環境 に

は大 きな変化が見 られ るよ うになって きた。

ここで は、公的標準 化機関 による活動、民間の標準化推進活動、デ ファク トスタンダ ー ドをめ ぐ

る各企業の動 向を概観 す る とともに、マル チメデ ィア時代 に向 けた標 準化 の課題 を明 らか にす る。

1公 的標準化機関 による活動

マルチメデ ィア に関連 す る標準 を策定す る国際組iに は、主 にITU、ISO等 があ る。IT

Uは1993年 の機構改革 によ り、電気通信分野 を取 り扱 うITU-Tと 無線通信分野 を取 り扱 う1

第3-3-2-1図 標準化機関 ・団体の関係
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TU-Rに 改組 され、 それ らの下部組織 の研 究委 員会 において分野 ご とに課題 が検討 さ転 この

結果が勧告 とい う形で 全世界 に公開 されて い る。

これ と対応 して、 各国 とも国内 に標準化組織 を設立 して いる。 日本 国内で は、TTC、RCR

等が国 内の標準化 を行 ってい る(第3-3-2-1図 参照)。

ここで は、公的標準化機関 に よる活動 の具体事例 として、画像符 号化 方式、放送 に関 わるデジ

タル規格 の標準化 の動 向 を取 り上 げ る。

(1)画 像符号化方式の標準化

画像符号化方式 は、ITU-TとISO、IECで 標 準化作業 を行 っ てい る。

まずITU-TSG15に おいて通信 メデ ィア用の符号化技 術 ごあ るH.261が 作成 された。こ

れをべ一 ス とし、ISOとIECの 共通 の技術委員会で あ るJTC1の 中の作業部会 の一っであ

るMPEG(MovingPictureCodingExpertsGroup)が 蓄積 メデ ィア用の符号化技術であるM

PEG-1の 標準化勧告案 を1990年 に作成 し、1992年 に国際標準 として勧 告化 した。これらのグ

ループ には通信、放送、 コンピュー タ、家電、半導体 な ど様 々な分 野の企業 が参加 している。

MPEG-1は 画質的 にはVTR程 度で あ ったた め、 さ らに広範 な分 野で の動画像符号化への

要求が高 ま り 「メデ ィアを限定 しない汎用符号化」 を 目標 として、ITU-T及 びISO/IE

CJTClと が共 同で標準技術 の作成 に着 手 した、 これがH.262(MPEG-2)で あって、

通信、放送、蓄積 メデ ィアへの適用が可能 となってい る。 この勧告 はISO/IECに おいては

1994年11月 の シンガポール会合で国際標準 となった。一方、ITU-Tに お いて は1995年2月 に

国際標準勧告案 として採択 され、 同年5月 を目途 に国際標準 として勧告化 され る見 込みである。

(2)放 送 に関わ るデジタル規格の標準化

放送 に関わ るデ ジタル規格 の標準化 は、主 に、① スタ ジオ信号 のデ ジタル規格、②番組素材信

号のデ ジタル伝送規格 、③ デ ジタル放送 方式 の標準化 の3領 域で進 め られ てい るが、 ここではデ

ジタル放送方式の標準化 の動 向 を取 り上 げ る。

放送 のデ ジタル化 は、米 国 にお けるATV放 送方式 と欧州 にお け る衛星 デ ジタル テレビジョン

放送 方式 の規格化 が、 この1、2年 で大 き く進 展す る見込 みで あ る。 デジタル放送 方式の標準化

は、ITU-Rを 中心 に進 め られてい る。ITU-Rに お いては、

① デ ジタル地上 テレビジ ョン放送 の標 準化 につ いては、6MHzチ ャ ンネル を使用す る放送方

式 に関す る研 究 は原則 として1995年 まで に、また、7、8MHzチ ャ ンネル を使用す る放送方

式 に関す る研 究 は1998年 まで に終 了 し、勧告化 す るこ と

② 衛星放送 につ いては、1993年 に衛星 デ ジタルマルチプ ログ ラム テレビジ ョン放送 に関する

研究課題 が承認 され、3年 以 内に勧告化 す るこ とが要 請 され てい る。
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2民 間の標準化推進活動

近年の急速 な技術革新 によ り、情報通信技術分野 の標準化 において、既存の標準化組織 で は対

処で きなかった り、急速 に進 展す る技術 に追 い付 けなかった りな ど とい う問題 が生 じてい る。 そ

こで、機器 メー カー、通信事業者 、ユーザ ー等 が集 ま り、ITU等 において勧告化 された標準方

式に関連 した、普及促 進や実装仕様 の検 討等 を行 うため に、民間 の標準化推進組織(フ ォー ラム

等)を 結成す る試 みが行 われてい る。

ここで は、民 間の標準化推進 活動の具体事例 として、ATMフ ォー ラム、DAVIC(Digital

Audio/VideolnteractiveCouncil)の 動 向 を取 り上 げ る。

(1)ATMフ ォーラム

ATMの 標準化 は、従 来 よ りCCITT(現ITU-T)に おいて広帯域ISDNの 標準化の

一環 として公衆 網 と私 設網 を一体 として検討 されて きたが、ITU-Tで の標準化 を補完 す るた

めに、1991年 に米国でATMフ ォー ラムが発足 し、通信機器ベ ンダー、LANベ ンダー、 コンビ。

ユータベンダー、 キャ リア、ユーザ ー をメ ンバー として活動 して いる。

ATMフ ォー ラムの主 目的 は、ITU-T等 の国際標準 に基づ いた製品間の相互接続 のための

実装標準仕様 の作成 と、エ ン ドユーザ ーの積極的 な参加 によ る技術啓 もう、普 及促進で あ る。検

討対象 としてLANの ほか、LAN間 接続、 公衆網 も念頭 に置 かれてい る。

当初は4社 で スター トしたATMフ ォー ラム も、現在で は、 日本、欧州の企業等 も参加 して会

員数は600社 を超 えてい る。1992年 には欧州委員会等が設立 され、5年11月 にはATMフ ォー ラム

日本委員会が設立 された。 また、6年11月 には京都で 日本初の会 合が行 われた。

ATMフ ォー ラムが作成す るの は、製品化や製 品間の相互接続 に必要 な実装のた めの技術仕様

であ り、ITU-T等 が決 めた標 準 を踏 まえ実装 に必要 な仕様 内容 を補完す る立場 にあ る。AT

Mフ ォー ラムで取 りま とめ られた仕様 は一般 に も公開 され、製品化、 システム化への フ ィー ドバ

ックが迅速 に行われて いる。

1993年 には 「UNI3.0」 が公開 され、PVCに よるATMサ ー ビスが実現 した、 また、1994年

には「UNI3 .1」が公開 され、SVC(SwitchedVirtualChannel)へ の展開が図 られた。 また、

1995年 には 「UNI4 .0」 が公開 され る予定 になってい る。

また、ATMとMPEG-2を 利 用 したビデ オ ・オン ・デ マン ドの実験 が多種行 われてい るこ

とを背景 に、実用化 を控 えた システムや機 器の相互接続i生の維持 の ため、ATMとMEPG-2

を統合す るた めの作業 に も着手 してい る。

(2)DAVIC

双方向サ ー ビス分野で も標 準化活動が行 われ てお り、6年6月 に映 像や音声 を使 った双方向サ

hビ スを提供 す るシステム問の相互接続性 を確 保す るた めにDAVICが 設立 された。DAVI
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Cに は、 日米欧 を中心 にコンピュー タメー カー、家電 メーカー、通信機器 メー カー・ ソフ トウェ

ア会 社、電気通信事業者、ケーブル テ レビ事業者、教 育機 関等100を 超 える様 々な業種 の企業、団

体が参加 してい る。

DAVICで の当初 の標準化作業 はビデ オ ・オン ・デ マン ドに限定 し、1995年12月 に標準 を確

立す るこ とを目指 してい る。1994年9月 のパ リ総会 で は、 ビデ オサ ーバ 、セ ッ ト・トップ ・ボッ

クスな ど5つ の技 術委員会 を発足 させた、 同年10月 には、標 準案 の募集要項 にあ た る 「Callfor

Proposal」 が発表 され、 同年12月 の東京総会で は、 ビデ オサ ーバやセ ッ ト ・トップ ・ボ ックスを

開発す るメー カー な どか ら多数の標準案が提 案 された、DAVICで は次期 総会 で こうした提案

を基 に何 を標準 にすべ きか決 める予定で あ る。 さ らに、DAVICで は こ う した仕様 の決定だけ

で な く、相互接続試験 に も意欲的 に取 り組 む予定で あ る。

3デ フ ァク トスタ ンダー ド

デ ファク トスタ ンダー ドは、公的標準化機 関や民 間の標準化 推進組織 によ る標 準 とは別に、市

場での競争 を通 じてあ る業界内で優位化 し、標準 に準 じた扱 いを受 けるよ うになった事実上の標

準で あ る。

一般 に、市場 が拡大 す る とともに多 くの企業 が市場 に参 入 し、競争 は激 し くなってい く。 その

結果 、低価格化等 によって、製品生産 ・販売だ けで はあ ま り利益が見込 めな くなって しまう。 そ

こで 、企業 は、 こう した低価格化 競争 にさ らされ るこ とな く莫大 な利益 を得 よ う と、デ ファクト

スタ ンダ ー ドの確 立 を 日指 した企業活動 を活発 に展 開す るこ とにな る。 こ うした動 きは、 これま

で情報通信等の分野 にお いて顕著 に見 られ、米 国で は、 自社製品 をデ ファク トスタンダ ー ドとす

るこ とに成功 し、市場で の確 固た る地位 を築 いた企業 も見受 け られ る。

しか しなが ら、最近 で は自社製 品 を自 らの力だ けでデ ファク トスタ ンダ ー ドとす るので はな く、

フォー ラム等 を形成 し、複数 の企業 を巻 き込 む こ とが一般化 してい る。現在 は、 ビデオサーバ、

セ ッ ト ・トップ ・ボ ックス、携帯情報機 器、通信用 ソフ トウェア等の分野 が注 目を集 め、将来の

デ ファク トスタ ンダー ドを 目指 した活動が活発化 してい る。

日本企業 において も、 こ うしたデ ファク ト戦略の一環 として、米国 のベ ンチ ャー企業 と提携関

係 を持 つケー スが増 えてい る。

4標 準化の展望

マルチ メデ ィアが社会 に広 く普及す るため には、 ネ ッ トワー ク、プ ラ ッ トフォーム、 アプ リケ

ー シ ョン間の相互接続性 ・相互運 用性 の確保が必須で あ り
、標準化 は国際 レベ ルで タ イ ミングよ

く策定 され るこ とが重 要 とな る。 また、 これ まで通信形態 やサー ビス形態で分 け られ て きた公的
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標準化機関 もメデ ィアの融合 に応 じて連携 を強化 し、標準化作業 を迅速 に行 う必要があ る。

これまで みて きた ようにマルチ メデ ィア分 野で の標準化 のプ ロセ スは、公的標 準化機関 による

もの、民間の標準化推進 組織 によ る もの、デ ファク トスタ ンダー ドに よる ものがあ るが、 これ ら

が全 くバ ラバ ラに進 め られ、 その結果 重複 した り、不整合 を持つ状況が起 きるこ とは避 けるべ き

である。 そのため には、ITU等 の公的標準 化機関が他 の もの と連携 を持 ち、必要 な ものは公的

標準 として採択す るな ど整合性 の あ る標準 化の推進 に努 め るこ とが必要であ る。 なお、 フォー ラ

ム等で作成 された技術仕様 やデ ファク トスタンダ ー ドの採用 にあたっては、公的標準 と整合 が取

れ、安全1生等標準 としての完成度が高 く、標準 に係 る特許権 等の知的所有権 が合理的 な条件で開

放されるこ とが必要で あ る。 また、 フォー ラム独 自の活動 において もこれ らの考 え方の下 に作業

が進められ るこ とが望 ま しい。

第3節 マルチメデイア時代に向けた企業提携の動向

マルチメデ ィア時代 に向 けて、情報 通信産業 の各企業 は、通信、放送 、 コン ピュー タ、映 像 ソ

フトといった これ まで の産業の枠組み を越 え異分野 にわた る企 業提携 を積極的 に繰 り広 げ、新 た

な事業 を興すべ く積極 的 な動 きを見せ てい る。

ここで は、研究 開発 をめ ぐり、情報 通信産業 の各企業がマルチ メデ ィア時代 に向 けて積極 的 に

展開す る企業 間提携 の動向 を概観 す る とともに、 その提携 の背景 を探 る。

1研 究開発 をめ ぐる企 業提携の動 向

研究開発 をめ ぐるマルチ メデ ィア時代 に向 けた企業提携 の具体 的事例 として、携 帯情報機器/

通信 ソフ トウェア、 セ ッ ト・トップ ・ボ ックスの動向 を取 り上 げ る。

F1)携 帯情報機器/通 信
ソフ トウェア

第1節 で述べ た よ うに、新 たな コンセプ トの 「パー ソナル ・コ ミュニケー タ 」としての携 帯情

銀機器 を目指 して、米 国のあ るベ ンチャー企業が提案す るシ ステム ・ソフ トウェアをめ ぐ り、活

発な企業提携 が繰 り広 げ られて いる。携帯 情報機器の製品化 には、 システムの核 とな るOSやM

PU、 小型軽量化技術 や量産技術 が必要 とな る。 さ らに、 「パー ソナル ・コ ミュニケータ」の実現

には、通信網 との密接 な連携 も欠かせ ない。 そこで、同社 は自社が提 案す る技術 を世界的 な標準

として確立 す るた め、世 界中の有 力企業 と協 力す る戦 略 を取 り、 これ まで に日米欧 の多 くの端末

幾器メーヵ一、通信事業者等 と提携関係 を結んで い る(第3-3-3-!図)。
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第3-3-3-1図 携帯情 報機 器 をめ ぐる技術提携

鮒 が提案するシステムソフ トウェアを舗 する携帯情報機器を開発する企業群

1995f卜1月{二

携 帯 情 躍機 皆1÷販 売 開 始

米国 半 導 体 メ

米国 情 報 機 器 メ ー カ

米国

米国 通

1994年9月 よ り

ネ ノ トワ ー クサ ー ヒ ス開 始

1994年11月1こ

携 帯 情 報 機 器 販 売1}ll始

米国のベンチャー

企業(A社)

1995{手～3,1よ1)1995臼 る上スF条

モ ニ ター に よ る サ ー ヒ ス実 験 開 始 ネ ノ トサ ー ビ ス 開 始 計 画

1995千†こ工〕人1;条

ネ ノ トワ ー クサ ー ビ ス開 始 。1画

A社 が提案す るエ ージェン ト通信 対応 の ネッ トワー クサー ビス を提 供する企業群

この企業提携 は、同社 が システム ・ソフ トウェアを供 与 し、端 末機 器 メーカー はその システム

・ソフ トウェアを組 み込 んだ機 器 を製造 し、事業者 は その システム ・ソフ トウェア を活 用 したサ

ー ビスを提供 す る図式 となってい る。 こう した企業提携 が成立 した背景 には、将 来の携帯情報機

器市場が大 き く拡大 す る と予測 され る中で、携 帯情 報機 器市場で のデ ファク トスタ ンダ ー ドを確

立す るこ とで、端末機器 メーカーは情報 端末 な どの機 器 を売 りやす くな り、通信事業 者 はネット

ワー ク利用 によ る増収 が期待で き、 コンテン ツ等 のサ ー ビス提 供者 は市場 に参入 しやす くなるこ

とが あげ られ る。

同社 と提携 関係 を結ぶ企業 の うち、端末機器 メー カー につ いては、1994年 か ら1995年 にか けて

本 システム ・ソフ トウェ アを組 み込んだ製品が米 国で湘 次 いで 発表 され、 さ らに今後 もこのOS

を採用 した製品が いろいろ と発表 され る予 定で あ る。 また、通信事業者 につ いては、1994年 か ら

同社の システム ・ソフ トウェ アを活用 したサ ー ビスが米 国で開始 され、我 が国で も同様 のサービ

ス提供 に向 けた取 り組みが なされ てい る。

(2)セ ッ ト・トップ ・ボ ックス

第1節 で述べ た よ うに、双方向サ ー ビスに対 応す る次世代 セ ッ ト ・トップ ・ボ ックスには、新

た にコンピュー タメー カー、家電 メー カー等が市場 に参 入 して い る。 市場 の参入 にあた り、従来
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よ りセ ッ ト ・トップ ・ボ ッ ク ス を手 掛 けて きた企 業 との 間 で提 携 が 行 われ て い る。

コンピュー タ メ ー カ ー を は じめ とす る各企 業 は、 今 後 大 きな成 長 が 予 測 され るセ ッ ト ・ トップ

.ボ ック ス市場 へ の参 入 を図 る際 に、 必 要 な仕 様 を絞 り込 む にあ た っ て従来 よ りセ ッ ト ・ トップ

・ボ ックスを手掛 けて きた企 業 か ら協 力 を得 る こ と
、 従 来 の セ ッ ト ・トップ ・ボ ッ ク スの市場 で

大 きなシェ ア を持 つ企 業 を囲 い込 む こ と等 を 目的 と して い る。

一方
、第1節 で 述 べ た よ うに、 セ ッ ト ・ トップ ・ボ ック ス市 場 の 覇権 を握 ろ う と、 日米 の大 手

メーカー の合従 連 衡 も行 わ れ て い る。 その ひ とっ が 、 日本 の 家 電 メー カ ー と米 国 の ソフ トウ ェ ア

会社 によるマ ル チ メデ ィア分 野 で の包 括 提 携 で あ り、 この米 国企 業 が 開 発 中の ビデ オサ ー バ に接

続す るセ ッ ト ・トップ ・ボ ック スの共 同 開 発 を表 明 して い る。 また、 別 の 日本 の 家 電 メー カ ー と

米国の コンピュ ー タ メー カ ーが 提 携 し、 この 日本企 業 が ゲ ー ム機 と して販売 す るマ ル チ メデ ィア

・プ レー ヤー をべ 一 ス とした セ ッ ト ・ トップ ・ボ ック スの 開 発 を は じめ とした
、 マ ル チ メデ ィア

関連機器 の共 同 開 発 を表 明 して い る。

2企 業提携の背景

一般に企業提携 の背景 にあ るの は
、 自社 に不足す る経営資源の補完、連帯 した企業行動 によ る

リスク分散、共同生産 による規模 の経済 の実現等 だ と言 われてい る。 ところで、近年の マルチ メ

ディア分野の急速 な技術革新 に よ り、 これ に対応 す る企業 の行動 に も変化 が見 られ るよ うになっ

た。すなわち、

① 急速 な技術革新 に対応す るた めに、技 術成果 を早 期 に普 及 させ るこ とが迫 られてい るが、

単独企業の能力で は限界があ るこ と

② マル チメデ ィアサー ビスの実現 に向 けて必要 な技術分野 は広範 にわた り、 自社 にない技術

や ノウハ ウを補 完す る必要 があ るこ と

③ 多 くの企業 が市場 でのデ ファク トスタ ンダ ー ドを目指 して し烈 な競争 を展開す る中、デ フ

ァクトスタンダ ー ドの地位 を築 くためには リス クが大 きく、単独企業で は全て を担 えない こ と

といった変化 を背景 に企業提携 は一層進展 してい る。

特に、最近特徴 的なのは、③ に関連 す るデ ファク トスタンダー ドをめ ぐる企業 間のグループ形

戎であ る。 コンピュータ分野で成功 を遂 げた米国企業 に続 け と、現在 多数の企業 がデ ファク トス

タンダー ドをね らって様 々な市場 に参 入 し、市場 での覇権 をめぐって し烈 な競争 を繰 り広 げてい

る。有望 な市場 には、 よ り多 くの企 業が参入 し、デ ファク トスタ ンダ ー ドをね らった製 品 には必

ゲ対抗す る ものが現 れ、デ ファク トスタンダー ドの地位 を確保 す るため には多大 な労 力 を要 す る

ようになった。 そこで、デ ファク トスタンダー ドを目指 した陣営 を作 り、将 来 に向 けて有利 な競

欄 係 を築 こう と企 業間の提携 が行 われ ている もの と考 え られ る。
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■一 幽 第3章 マルチ メデ ィア時代 に向 けた研 究 開発 の展 開

マルチメデ ィア時代 に向けて、情報通信産業の各企業が展開す る研究開発の動向、標準化の動

向、企業提携の動向を踏 まえて、研究開発の側面か ら見た我が国情報通信産業の国際競争力を分

析 し、 その課題 を明 らかにす る。

1我 が 国情報通信産 業の 国際競争 力

我が国の情報通信産業 は、従来 よ り個別技術 お よび それを用 いた機 器 の製品化 に よ り、国際的

な地 位 を高 めて きた。

第1節 で取 り上 げた システム ・技術 には、 日本企業 が先行 した り、 主導権 を握 る部分がある。

例 えば、事業者向 けのATM交 換機 の分野で は、 日本企業 が開発 した製品 が米 国の事業者 にょる

双方向サ ー ビス実験 の システム として納入 されてい る。 また、光伝送技 術 の分野で は、 日本の企

業 は技術的 に も世 界の トップを走 ってい る。 また、画像符号化方式 の分 野で は、 日本企業 が持っ

て いたオ リジナル技術 を生 か して、MPEG-1に 基づ くビデ オCD規 格 を生みだ している。

しか し、電子 メール や双方向サー ビス等 ネ ッ トワー クを活用 した新 しいマルチ メデ ィアサービ

スを実現 す るには、ハー ドウェア、 ソフ トウェアを含 めた総合技 術が不可 欠 となってい る。 この

分野で は、新 た なコンセプ トの提 案や ソフ トウェア開発 に優 れ る米 国企業 の先行が 目立 っている。

2我 が 国情報通信産業の課題

マル チメデ ィア時代 に向 けて、 オープ ン化 の流 れは加速 し、特 定分 野 に秀で た技術 力 を持つ企

業間の連携 を も とに したグループ形成 に よる市場参 入が、ます ます一般 的 にな る もの と思 われる。

そう した場合 に、情報通信分野での主導権 を取 り、有利 な提携 関係 を結ぶ には世 界的 に トップの

位 置 を占める技術 力を持 つ こ とが必要 となって くる。 そこで、我 が国情報 通信産業 の研究開発に

お ける国際競争 力を高 め るための課題 を整 理す る と以下 の よ うにな る
。

(1)機 動的な研 究開発体 制への転換

マル チ メデ ィアサ ー ビスの実現 に向 けて は、 これ まで も産業 の枠組 み を超 えた企業提携 が行わ

れてい るが・研 究開発 にお いて も異業種 ・異分 野 にお け る複数 の研究機 関が相互 に連携 ・競争す

るこ とが これ まで以上 に必要 とな る。 また、 マルチ メデ ィア分野 の研 究開発 に取 り組 む我が国の

企 業 は、様 々な分野 を手掛 ける総合 メー カー が主で あ るた め、経 営資源 を集 中させ た り、ユーザ

ー 二一 ズを的確 に取 り込 んだ り
、機動的 に対応 した り、迅速 に決 定 した りす るこ とが難 しくなっ

てい る・ また・糸臨 蛇が大 きいため、研究者の ア イデ アを実現 す るまで育 て る体 制 を整 えることが
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第4節 我が国情報通信産業の国際競争力 と課題 醐 餌

難 しい面 もあ る。

(2)産 ・学 ・官の役割

これまで我 が国の基礎研究 につ いては、欧米 に比べ手薄 い こ とが指摘 されてい るが、 マルチ メ

ディァ時代 に向 けた新 しい技術の源 として、今後 は基礎 研究 を充実 させ るこ とが必要 となる(第

3-3-4-1図 参照)。

第3-3-4-1図 基礎研究費の比較
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研究開発 にお ける産 ・学 ・官の役割 を考 える と、基礎 研究 は公的部門 が積極 的 に推進 し、応 用

研究は民間が行 う図式 とな るが、民間 にお いて も基礎 研究の体 制の整 備 をよ り推進 す る方策が求

められ る。

:3)グ ローバル市場への対応

これまで我が国の企業 は、国内市場 を主 な対象 として捉 えて きた。 しか し、今後は競争 力のあ

る海外企業が 日本市場 への参 入を 目指 し、一層 力を入れ て くる もの と予想 され る。

したがって、我 が国 として も各企 業で グ ローバル な市場 に対応可能 な研究開発体制 を整 えるこ

とが必要 とな る。

4)イ ンフラ整備の促進

我が国で は、新 しい通信サー ビスの実施、CATV等 の インフラの整備、各企業 の情 報化への

収り組みが米 国に比べ遅 れてい るこ とが指摘 され ている。

したがって、 マル チメデ ィアサー ビスの実施 を可能 とす るイン フラが整 備 され るこ とで、 各企

裳は新たなマル チメデ ィアサー ビスの提供 に合 わせて研究開 発を行 い、 また新 しいサ ー ビスが積

亟的に利用 され るこ とで、企業 の研 究開発 も一 層促進す る もの と思 われ る。
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